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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査の背景 

サウジアラビア王国（以下、「サ」国と記す）における電力業界の再編は、1999年以降から

本格化した民営化の流れのなか、急激な動きをみせている。これまで国営電力会社は地域ごと

に５つの民営会社形態に分割されていたが、2000年２月に、発電から送電、配電にかかるまで

一貫した電力会社（Saudi Electricity Company：SEC）として統合・民営化された。 

SECを所管する立場にあるのが水・電力省（Ministry of Water and Electricity：MOWE）で

あるが、MOWEは「サ」国全体の電力需給動向、中長期的な電力管理計画及び電気料金の改定

などの課題に取り組んでいる。これらの課題の中で、近年の急激な人口増加に対応する効率的

な電力の供給は最も深刻である。2003年度の最大負荷は27,000MWであったが、供給容量はこ

れをかろうじて賄う30,000MWとなっている。また、国全体の人口増加が約３%であるが、需

要電力の伸びは人口増のスピードを超える４～６%を記録している。 

現在、「サ」国内では計画停電等による需給調整は行われていないが、今後、これまでのペ

ースで人口増加と電力消費、最大負荷の増加が続くと、電力の供給が需要に追いつかなくなる

恐れもあり、同省としては省エネルギー対策を含めた電力管理の施策を早急に取りまとめる必

要に迫られている。 

かかる状況下、「サ」国MOWEは省エネルギー最先進国である我が国に対し、省エネルギー

政策立案に係るマスタープランの作成について要請してきた。これに対し、JICAは2006年３月

にプロジェクト形成調査団を派遣し、「サ」国の省エネルギーに関する基礎的情報収集・分析

を行い、プロジェクト実施の可能性について「サ」国側と協議を行った。 

 

１－２ 調査の目的 

本調査団は、「サ」国の要請内容及び第一次プロジェクト形成調査における協議結果に基づ

き、具体的なプロジェクト計画の内容について「サ」国側と協議を行う。協議結果についてScope 

of Work（S/W）の案を含んだ協議議事録に取りまとめ、「サ」国側と署名交換を行う。また、

電力省エネルギー推進を取り巻く環境及び国全体での実施能力に関し、社会・組織・個人の各

レベルについて補足的な基礎情報・データの収集・分析を行う。 

 

１－３ 調査団員 

氏 名 担当分野 現 職 派遣期間 

千原 大海 団長・総括 
国際協力機構 国際協力総合研修所 専門

員 

June 22, 2006～ 

June 28, 2006

青柳 仁士 調査企画 
国際協力機構 経済開発部 第二グループ 

資源・省エネルギーチーム 職員 

June 22, 2006～ 

June 28, 2006
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１－４ 調査日程 

№ 月日／曜日 調査工程 

１ June. 22 Thu 19:50 Tokyo（JL1317）- via Osaka and Dubai - 

２ June. 23 Fri 19:05 Riyadh（EK817） 

３ June. 24 Sat 

JICAサウジアラビア事務所対処方針説明・打ち合わせ 

MOWE副大臣表敬 

カウンターパート（MOWE、KACST等）協議 

ローカルコンサルタント調査（Achievement House for Energy 

Consultation and Engineering） 

４ June. 25 Sun 
カウンターパート（MOWE、KACST等）協議 

ローカルコンサルタント調査（Abu Al-Tahir Consulting Office） 

５ June. 26 Mon 
カウンターパート（MOWE、KACST等）協議 

Minutes of Meetings（M/M）署名 

６ June. 27 Tue 

JICAサウジアラビア事務所報告 

在サウジアラビア日本大使館報告 

20:45 Riyadh（EK818）- via Dubai and Osaka - 

７ June. 28 Wed 19:55 Tokyo（JL1316） 
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第２章 対処方針 
 

(1) マスタープランの内容に関する協議 

2006年３月に実施した第一次のプロジェクト形成調査にて取り交わしたMinutes of 

Meeting（M/M）の内容をベースに本格調査の最終成果品となるマスタープランの内容につ

いて協議を行う。「サ」国側はマスタープランの基本計画から日本側の提案を多く取り入れ

たい意向があることから、できるだけ本格調査を受注するコンサルタントの提案の余地が残

るよう配慮する。第一次プロジェクト形成調査にて合意したマスタープランの項目は以下の

とおり。 

１）「サ」国における電力省エネルギー関連情報の収集・分析及び既存政策の評価 

２）2030年までの具体的な省エネルギー目標の設定及びそこに至るシナリオの作成 

３）今後「サ」国が実施すべき新しい省エネルギー関連政策に関する提言 

４）今後の省エネルギー政策実施に係るアクションプラン、法制度等のメカニズムの提案 

 

(2) S/Wへの取りまとめ及び署名交換 

(1)の協議結果についてS/Wの書式で取りまとめ、本ミッションで「サ」国側と署名交換を

行うM/Mの別添資料とする。本件調査団帰国後、JICAでの通常の手続きの流れに則って事前

評価表及びS/Wについて決裁を取り、その後JICAサウジアラビア事務所長と「サ」国側（署

名者はDr. Saleh H. Al-Awaji次官を想定）とで正式なS/Wの署名交換を行う。一連の手続き

について「サ」国側へ説明する。 

 

(3) 本格調査実施体制の確認 

本格調査時の日本側の調査団派遣計画について、いつごろ「サ」国に滞在するのが望まし

いか、オフィススペースはいつごろ確保してほしいか等、具体的な内容について打ち合わせ

る。また、カウンターパートグループ編成状況についても確認し、本格調査の各段階におい

て必要となるカウンターパートの想定について可能な限り具体的に打合せを行う。 

 

(4) 政府ベースの手続きに関する協議 

本件開発調査を実施するためには、プロジェクト開始までに「サ」国側と日本側の間で口

上書の交換が必要となる。口上書については過去の「サ」国における別の案件にて手続きが

一時滞ったこともあり、本件カウンターパート機関である「サ」国MOWEから担当省である

「サ」国外務省に対して十分な説明と督促を行うよう促す。 

 

(5) カウンターパート研修に関する協議 

技術協力プロジェクト予算で実施予定のカウンターパート研修について、「サ」国側とし

ては日本側の協力として本開発調査と一体として考えていることもあり、本件調査団におい

て時期、人数、及び必要な手続き等について「サ」国側と協議を行う。現状では2006年度中

に最低限６名分の予算を確保しており、航空チケットのコストシェアを行うことにより８～

９名程度まで拡充が可能である。一方、要請の手続きについては日本側で整理の必要がある。 
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(6) 補足的調査（再委託先ローカルコンサルタント調査等） 

社会、組織、個人の各レベルの省エネルギー推進キャパシティ（省エネルギー推進を行う

ための能力）に関する現況、経緯、今後の見込みについて、第一次プロジェクト形成調査の

結果を踏まえて補足的な情報収集・分析を行う。それぞれの関係性を整理して「サ」国の包

括的な省エネルギー推進キャパシティのより具体的な把握に努める。また、その中で特に

JICAが支援を行うことが効果的であるキーポイント（キーパーソン、カウンターパートとす

べき重要な組織、バリアとなっている制度・意識等）の特定のため、補足的な情報収集を行

う。特に、本格調査実施時に再委託先となりうるローカルコンサルタントについては可能な

限り複数社を訪問し、具体的に実施可能な業務とそれにかかる費用の概算について把握する。 
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第３章 団長所感 
 

前回のプロジェクト形成調査時点では、同国において電力の過剰消費を主なターゲットとし

て省エネルギーを推進する必要性及びその国家的な動機と位置づけを中心に所感した。本事前

評価調査では、それら同国のニーズを再確認するとともに、本プロジェクトの実施に向けた課

題について所感し、本プロジェクトを計画して実施する際の留意点を総括する。 

 

(1) 本開発調査は、そのプロジェクト期間中に実施されるMOWEを中心として人選されたカウ

ンターパート研修（７、８名～10名程度の参加が見込まれる）との相乗効果を狙いとしてい

る。したがって、開発調査の工程作成に際しては、参加者の日本における研修工程とコンサ

ルタントによる現地調査工程の組み合わせに工夫を凝らすことが要請される。この２つの独

立の援助スキーム（JICA側の予算措置による都合）について、「サ」国側は一体のもの見做

している点は看過されてはならない。次に、この二つのプロジェクト要素に対する「サ」国

側の期待を総括すると、 

 

(2) 開発調査の成果品＝元来はMOWEが国家として作成すべき、「国家省エネルギーマスター

プラン」（M/M、S/Wの文中では「サ」国側の強い要請により、プロジェクトタイトル以外

では、NMP“National Master Plan”と表現されていることに注意）を、「世界の省エネルギ

ー大国である日本にその作成を委託した事実」で、「サ」国側の面子が保たれているという

側面があるのではないだろうか。したがって、MOWE側の成果品に対する期待は非常に大き

い。その証左として、 

１）省電力の技術的側面よりも、「需要面にインパクトのある政策的な措置」を織り込んだ

マスタープランを期待している。 

２）マスタープランで提示される諸施策は、同国で実行可能性の高いものである必要がある

（この目的のために、同国のエネルギー需給に対する日本と比較した社会･文化的な洞察

は欠かせないであろう）。その目的のために、同時に要請された日本におけるカウンター

パート研修＝厳選された参加者は、そのマスタープランの実施をリードする人材として期

待されている。 

３）電力分野のマスタープラントとはいえ、国家的な省エネルギーイニシアティブでは、実

際には、石油・鉱物資源省や商・工業省傘下のSaudi Arabian Oil Company（SAUDI 

ARAMCO）、Saudi Arabian Basic Industries Corporation（SABIC）等へも影響を及ぼす政

治的な意図も十分にうかがえることにも留意する。 

 

(3) 上記３点を踏まえると、「サ」国側の期待に応える本開発調査の成果品や研修計画の作成

には、同国における省エネルギー文化の歴史が浅いことに起因するいくつかの困難が伴う可

能性がある。特に、本プロジェクトの推進を主導してきたMOWEの最高幹部であるDr. Saleh 

H. Al-Awaji次官、Dr. Ahamed Aj-Khaleefa次官補との継続的な政策対話は欠かせない。これ

ら最高幹部への省エネルギー技術移転の対話のなかからこそ、実施可能性の高い政策オプシ

ョンを盛り込んだ実効性のあるマスタープランの作成が可能であると強く思料されるとこ

ろである。 
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第４章 協議結果 
 

４－１ S/W（Draft）の署名と今後の取り扱い 

JICAの通常のS/W署名の手続きについて、「サ」国側へ説明し了解を得た。今回のM/M添付

のS/Wはドラフトであり、JICA本部での決裁後、JICAサウジアラビア事務所長により「サ」国

側と署名交換が行われる。また、S/W署名のほかに、本件調査の実施には日本側案件採択通報

に対する「サ」国側からの口上書が必要となる。 

 

４－２ 調査の名称 

調査の正式名称について、以下のとおり合意した。 

英文名称：Master Plan Study for Energy Conservation in the Power Sector in the Kingdom of 

Saudi Arabia 

和文名称：サウジアラビア電力省エネルギーマスタープラン調査 

 

４－３ 本格調査の目的 

本格調査の目的については次のとおり合意した。 

「サウジアラビアの電力分野省エネルギーに関するナショナル・マスタープランを作成する

こと」 

ナショナル・マスタープランの「ナショナル」は「サ」国側の要望により付け加えた。「サ」

国側としては本調査により日本側とともに一定量のボリュームのある省エネルギー政策のマス

タープランを記述したレポート（案）を作り上げ、国王、諮問機関をはじめ政府全体の承認を

とりつけてナショナル（国家的な）・マスタープランとし、具体的な実施へ持っていきたい意

向である。 

 

４－４ 本格調査の範囲 

調査の範囲は特に限定せず、成果品であるナショナル・マスタープランの範囲は「サ」国全

体をカバーするものとした。 

 

４－５ 本格調査のスコープ 

本格調査により「サ」国側と共同で取りまとめるナショナル・マスタープランにおいて最低

限カバーすべき項目として以下の点を合意した。 

 

(1) 「サ」国における電力省エネルギーに関する既存の政策の評価、情報の収集・分析 

・2030年までの電力需要想定を含んだ包括的な電力状況と政策 

・電力開発、省エネルギーに関する戦略、政策及び計画 

・国家エネルギー効率化プログラム（National Energy Efficiency Program：NEEP）プロジ

ェクト、MOWEによる電力省エネルギーに関する啓発活動、Lord Management委員会の

活動を含んだ既存の省エネルギー努力に基づく政策プログラム 
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(2) 2030年を想定した省エネルギー目標の設定及び目標達成のためのシナリオの作成と評価 

・社会経済的インパクトの視点からの分析 

・費用対効果分析（特に省エネルギー推進と新規発電所設置との比較に焦点を当てて） 

・省エネルギー政策実施の妥当性、優先順位の明確化等の政策評価分析 

・地球温暖化対策へのインパクトを含んだ環境影響評価 

 

(3) 今後「サ」国が実施すべき個々の新たな省エネルギー政策の提言 

・電力の需要側（産業、民生、運輸）と供給側（発・送・配電）のデマンド・サイド・マ

ネジメント 

・日本との国民性・文化の違いを十分に考慮した「サ」国国民に対する省エネルギー意識

の向上、省エネルギー関連情報の共有化 

・電力省エネルギー技術の研究開発の強化 

・電気製品の省エネルギーラベル、工場・ビル管理ガイドライン等の省エネルギー基準の

整備 

・エネルギー診断の強化とESCOのプロモーション 

・省エネルギーセンター（National Energy Efficiency Centre：NEEC）設立支援 

 

(4) 今後の省エネルギー政策実施にかかるアクションプラン、法制度等のメカニズムの提案 

・法律、法律の細則、政省令、政府規制、ガイドライン、技術基準等のドラフトを含んだ

省エネルギー法制度 

・補助金、優遇税制、低利融資等の省エネルギー推進のためのファイナンス・スキーム 

・NEECを含む包括的な省エネルギー政策実施のための組織の制度設計 

・ナショナル・マスタープランの目標達成、具体的実施のためのロードマップ 

 

４－６ 本格調査実施のスケジュール 

本格調査実施のスケジュールについては、S/Wに別添した。「サ」国の夏休み、ラマダン休

暇及びハッジ休暇等の事情を鑑み、最も効率的に調査が実施できるスケジュールを記載した。

同スケジュールは暫定的なものであり、今後のS/W署名、口上書取り付け等の手続きの進捗に

より変更の可能性があること、本格調査の第一次現地調査団のインセプション協議の際に見直

され、詳細化されることを確認した。 

 

４－７ 成果品の提出 

成果品の提出については、①インセプション、②プログレス、③インテリム、④ドラフト・

ファイナル及び⑤ファイナルを「サ」国側に提出することとした。①～④については現地関係

者間でのワークショップを実施し、⑤については一般公開セミナーを実施する方向で検討して

おり、今後詳細を決めていくこととした。提出媒体については、「サ」国側より紙のほかに電

子データ提出の要望があったため、両方提出することとした。 
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４－８「サ」国側による便宜供与事項 

JICAのほかの案件と同様の雛形に則り、本格調査実施時の「サ」国側による便宜供与事項に

ついて合意した。本件はMOWE次官の全面的な支援と責任のもとで実施されていること、「サ」

国政府予算はある程度融通が利くことから、便宜供与事項については「サ」国側は終始前向き

にJICAの提案を受け入れた。オフィススペース、車両等については、第一次プロジェクト形成

調査の際から部分的な提供を受けており、本格調査においてもS/Wの合意どおり履行されると

思われる。なお、JICA側から依頼していなかったが、今回のミッションにおいてもMOWEの中

にJICA調査団用のオフィススペースが準備されていた。 

 

４－９ 本格調査の実施体制 

本格調査の実施に責任を持つグループとして「ステアリングコミッティー」、具体的な実施

を共同で行うグループとしていくつかの「テクニカルコミッティー」を設置することを合意し

た。それぞれのメンバーについては本格調査実施までに「サ」国側で編成することとした。

MOWEとしてはNEEPの枠組みも含んで電力省エネルギーに関する様々な国内関係者を巻き込

みたい意向がある。ナショナル・マスタープランの想定される関係者は以下のとおりである。 

・Ministry of Water and Electricity（MOWE） 

・商・工業省（Ministry of Commerce and Industry） 

・Ministry of Education 

・Ministry of Petroleum and Mineral Resources 

・Ministry of Culture and Information 

・Ministry of Municipal & Rural 

・Saudi Electricity Company（SEC） 

・Saudi Arabian Oil Company（SAUDI ARAMCO） 

・Saudi Arabian Basic Industries Corporation（SABIC） 

・King Abdulaziz City for Science and Technology（KACST） 

・Saudi Arabian Standards Organization（SASO） 

・Electricity and Cogeneration Regulatory Authority (ECRA) 

・local governments 

 

４－10 ローカルコンサルタントの活用 

本格調査においては需要側の電力省エネルギーに関する実態調査等にローカルコンサルタ

ントを活用する可能性があるため、MOWEに優良なローカルコンサルタントの紹介を依頼した。

今回の調査で２社と面会したが、MOWE側が他の数社も含めてJICAが知りたい内容（資本金、

技術者数、関連業務経験、概算契約額等）をまとめて報告するとの提案があった（調査団帰国

後10日後程度を目途）。想定されるローカルコンサルタントの業務は以下のとおりとした。 

 

(1) Energy and/or energy conservation related consultancy services such as to collect baseline 

energy data/information/local energy usage, and to conduct baseline survey of public 

awareness on energy conservation 
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(2) Factory energy auditing surveys 

 

(3) Survey of energy policies and procedures for energy conservation at industry, commercial 

buildings and households. 

 

(4) Management and organizing of seminars/work shops related to energy conservation under 

directions of the selected Japanese consulting f irm 

 

４－11 カウンターパート研修 

JICAのカテゴリー上、本件開発調査とカウンターパート研修はスキームが異なるが、「サ」

国側としてはナショナル・マスタープランの作成と関係者のキャパシティ・ディベロップメン

トを相乗効果の高いセットの協力として考えているため、今回のミッションにおいてカウンタ

ーパート研修についても補足的に協議を行った。 

調査団から、JICAは2006年度のカウンターパート研修として６名分の予算を確保しており、

航空券のコストシェアを行えば８名程度は招聘できるとの見通しを説明した。また、カウンタ

ーパート研修実施のためには「サ」国側より要請書及びA２A３フォームの提出が別途必要とな

る旨説明した。 

「サ」国側からは以下の点についてコメントがあった。 

 

(1) 日本でのカウンターパート研修は「サ」国における省エネルギー関係者のキャパシティ・

ディベロップメントの観点からきわめて重要である。 

 

(2) 「サ」国側として航空券のコストシェアを行う。 

 

(3) カウンターパート研修にはできる限り多くの関係者を参加させたい。候補者はMOWE

だけでなく、KACST、SEC等関係機関を含めると多くいる。 

 

(4) 2007年度もナショナル・マスタープラン取りまとめの時期とタイミングを合わせて、カ

ウンターパート研修を要請したい。 

 

(5) ラマダン、ハッジ等の「サ」国の休暇の時期は避けてほしい。 

 

(6) 要請書、A２A３フォームなど、必要な手続き書類については可及的速やかに準備を進

める（なお、M/M署名の翌日、MOWEよりカウンターパート研修の要請書が「サ」国外務

省へ提出された）。 

 



 

 

 

 

 

 

付 属 資 料 
 

 

署名した協議議事録（Minutes of Meetings） 
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